
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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分析欄

【財政力指数】
・遠洋漁業をはじめとする水産業の低迷等による市税収入（歳入構成比11.5％)の伸び悩みにより、類似団体平均を大きく下回る
0.24前後で推移しており、今後も大きな改善は見込めない状況にある。
【経常収支比率】
・公債費や扶助費など義務的経費の割合が高く、100％を超え硬直化を示している。今後、財政健全化計画に基づく人件費、物件
費の削減等により改善を図っていく。
【起債制限比率】
・基幹産業である農林水産業の基盤整備、市政課題である地域改善対策事業、公営住宅整備事業などに積極的に取り組んできた結
果、公債費の累増を招き、市税収入の伸び悩みに加え、近年の普通交付税など分母の減も加わり、類似団体の中では最低水準にあ
る。今後も財政健全化計画に基づく公共事業の見直し、新規発行債の抑制に努めていく。
【人口1人当たり地方債現在高】
・基幹産業である農林水産業の基盤整備、市政課題である地域改善対策、公営住宅整備事業などに積極的に取り組んできた結果、
地方債残高の累増を招き、類似団体平均を大きく上回っている。今後も財政健全化計画に基づく公共事業の見直しとともに、新規
発行債の抑制に努めていく。
【ラスパイレス指数】
・H17.1月施行の財政健全化計画によって一律5％の給与カット（時間外等各手当に反映）や管理職手当の20％カットを実施。また
給与構造改革等の制度改正を国に準拠して完全実施している。
【人口1,000人当たり職員数】
・隣接する東洋町が消防業務を単独で行えないため、13名の消防職員を本市職員として任用している特殊事情がある。（費用は負
担金で受入）退職不補充や組織改革によって過去5年の職員減は△35人（△11％）の削減に取り組んできた。今後、財政健全化計
画の目標として、平成22年度に250人（現288人・△38人）体制とする。


